
練情審査発第 40 号 

平成 24 年 3 月 22 日 

 

練 馬 区 長 殿 

 

 

練馬区情報公開および個人情報保護審査会 

 

 

自己情報部分開示決定に対する異議申立ての審査について（答申） 

 

 平成 23 年 12 月 8 日付け 23 練総情第 1095 号で諮問（諮問第 55 号）を受けた「保健

相談所における相談記録」に係る自己情報部分開示決定に対する異議申立てについて、

当審査会は、審査の結果を別紙のとおり答申いたします。 

 

 

（答申第 40 号） 
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答申書（答申第 40 号） 

 

１ 審査会の結論 

 練馬区長（以下「実施機関」という。）が平成 23 年 11 月 17 日付けで行った、「保

健相談所における相談記録」（以下「本件公文書」という。）に係る自己情報の部分開

示決定（以下「本件処分」という。）は、練馬区個人情報保護条例（平成 12 年 3 月練

馬区条例第 79 号。以下「条例」という。）上、適法かつ妥当であり、取り消す必要は

ない。 

２ 異議申立ての趣旨 

 本件異議申立ての趣旨は、条例に基づく本件公文書の自己情報開示請求に対し、平

成 23 年 11 月 17 日付けで実施機関が行った本件処分の取消しを求めるというもので

ある。 

３ 異議申立人の主張の要旨 

 異議申立人は、異議申立書において本件異議申立てに至る経過および理由について

おおむねつぎのように主張している。 

(1) 本件開示請求の趣旨について 

   異議申立人の成年の子は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25

年法律第 123 号。以下「精神保健福祉法」という。）に基づく入院措置が講じられ

ていた際、入院先医療機関において人格権、居住と移転の自由、財産権の自由を侵

害されるなどの不法行為を被った。 

   この間、異議申立人は当該子について保健相談所の保健師と相談を行っていたが、

その記録がどのように残されているのか確認するために本件開示請求を行ったも

のである。 

(2) 本件処分が違法（不当）であることについて 

ア 本件処分における非開示の理由は、行政機関の保有する個人情報の保護に関す

る法律（平成 15 年法律第 58 号。以下「行政機関個人情報保護法」という。）が規

定する非開示条件には当てはまらない。 

 イ 部分開示された本件公文書は、本件開示請求後に急いで作成された形跡がある。

さらに、部分開示された記録の一部記載内容について説明を求めても、異議申立

人が当該子に確認した内容と相違があり、覚えていないと一言で片付けようとす
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るなど、公務員の責務が果たされておらず、実施機関におけるこのような個人情

報の管理方法は不適切なものである。 

４ 実施機関の説明の要旨 

 上記異議申立人の主張に対し、実施機関は非開示理由説明書において、本件公文書

を非開示とした理由についてつぎのように説明している。 

 (1) 条例上の非開示理由 

ア 本件公文書は、その記録内容から分類すると、異議申立人からみて「本人と実

施機関との相談や連絡等の記録」、「第三者と実施機関との相談や連絡等の記録」

および「医療機関等の関係機関と実施機関との相談や連絡等の記録」の３つに大

別することができる。 

イ このうち、「第三者と実施機関との相談や連絡等の記録」に該当するその内容は、

確かに異議申立人の成年の子に関係する事柄ではあるものの、あくまでも異議申

立人以外の第三者個人の考えや認識、意向を含んだ相談や連絡等に係る情報であ

る。 

ウ よって、当該情報は条例第 19 条の 2第 2号に規定する開示の請求者（異議申立

人。以下同じ。）以外の個人に関する情報であって、異議申立人の自己情報ではな

く、また、同号における例外規定のいずれにも該当しないため、これを非開示と

したものである。 

エ また、「医療機関等の関係機関と実施機関との相談や連絡等の記録」に該当する

その内容は、実施機関が相談対象者たる異議申立人の当該子について、退院後の

地域での生活をどのように支援し、または環境調整をしていくべきかについて、

関係機関との相談や連絡を行い、専門的助言を受けたやりとりに係る情報である。

これらは、その目的から、当時の異議申立人の当該子についての病状判断や治療

方針など専門的立場からの診療に係る情報そのもの、もしくは密接に関連があっ

て不可分の情報である。 

オ 確かに、異議申立人は当該子の安定した療養生活を願い、自らも相談を行って

きたが、当該情報は、あくまでも関係機関と実施機関の間で交わされた成年であ

る当該子の診療に係る情報であり、たとえ親子であっても別人格たる当該子の個

人情報である。 

カ よって、当該情報も条例第 19 条の 2第 2号に規定する開示の請求者以外の個人

に関する情報に当たるものであって、異議申立人の自己情報ではなく、また、同
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号にある例外規定のいずれにも該当しないため、これを非開示としたものである。 

キ なお、異議申立人は相談の中で自らも精神疾患と診断され、療養が必要な状態

である旨を実施機関に申し出ており、そのように精神状態が不安定な中での相談

内容の一部について無かったことにして欲しい旨申し入れた事実がある。 

ク 実施機関としては、「本人と実施機関との相談や連絡等の記録」は自己情報とし

て原則開示すべきところ、当該申し入れのあった部分の記録の内容から異議申立

人自身の意向に反してこれを再び知ることになれば、上記キに述べた病状から異

議申立人にとって精神的な負担となり、ひいては今後の支援や治療への悪影響に

つながるなど、健康な生活を害するおそれがあるものと判断した。 

ケ よって、「本人と実施機関との相談や連絡等の記録」のうち、異議申立人自ら申

し入れのあった当該部分については、条例第 19 条の 2第 1 号に該当するものとし

て非開示としたものである。 

 (2)本件異議申立てに対する実施機関の意見 

ア 異議申立人が主張する異議申立ての理由の大部分は、当時の当該子の措置入院

に至った経緯、措置入院中の処遇や措置の解除決定に関しての不服や不満であり、

このことを主な理由として条例に基づく自己情報の開示・非開示の適否を争うこ

とは失当である。 

イ また、異議申立人は、唯一行政機関個人情報保護法の非開示理由には当てはま

らないと述べるのみで、具体的な理由を明らかにしていない。実施機関としては、

条例の規定に基づいて適正に判断を行い、本件処分を行ったものである。 

ウ なお、異議申立人は、本件公文書について、開示請求を受けて急いで作成され

た疑いがあると主張するが、そのような事実は一切なく、実施機関においては、

重要な個人情報であるという観点からも日頃から相談記録については厳正に管理

されているものである。 

エ 異議申立人は、当該子の措置入院に関して不服や不満を持っていることを主張

しているが、本件公文書を管理する保健相談所は、制度上、措置入院の決定や解

除に係る意思決定や措置入院中の患者の処遇には直接関与することは一切なく、

あくまでも退院後の地域での生活における支援を担う役割として関与してきたと

ころである。この点、実施機関としては異議申立人に理解を求めるとともに今後

も信頼関係の構築に努めていきたいと考える。 

５ 当審査会の判断理由 
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  当審査会の審査結果は、つぎのとおりである。 

 (1) 判断に当たっての前提 

ア 当審査会は、練馬区情報公開および個人情報保護審査会条例（平成 12 年 3 月練

馬区条例第 81 号。以下「審査会条例」という。）第 1 条の規定に基づき設置され

たもので、実施機関による自己情報の非開示等決定に対し異議申立てがあった場

合において、条例第 29 条の規定に基づき実施機関の諮問に応じ、その非開示等決

定が条例の解釈運用を誤ったものであるか否かについて審査して実施機関に答申

する機関である。したがって、当審査会は、本件処分の是非を条例に則して判断

するものである。 

イ 条例第 19 条の 2各号は、自己情報の開示請求に対し、例外的に当該開示請求に

応じないことができる事項について定めている。 

ウ 条例第 19 条の 2 第 1 号は、「開示の請求者の生命、健康、生活または財産を害

するおそれがある情報」に該当する場合は、これを開示しない旨規定している。 

エ 条例第 19 条の 2 第 2 号は、「開示の請求者以外の個人に関する情報であって、

開示の請求者以外の特定の個人を識別できるものまたは開示の請求者以外の特定

の個人を識別することはできないが、開示することにより、なお開示の請求者以

外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの」に該当する場合は、これを開示

しない旨規定している。 

オ 当審査会は、条例のこれらの規定に則して、本件処分の適否について判断する。 

(2) 本件公文書について 

ア 本件公文書は、保健相談所が地域保健法（昭和 22 年法律第 101 号）、精神保健

福祉法および「保健所及び市町村における精神保健福祉業務運営要領」（平成 12

年 3 月 31 日障第 251 号厚生省大臣官房障害保健福祉部長通知）に基づき、精神障

害者の地域での生活を支援するための相談や訪問指導等の地域精神保健福祉業務

を実施するために作成した相談記録である。 

イ 実施機関の説明によれば、一般的に地域精神保健福祉業務における相談は、相

談対象者本人からの相談だけではなく、本人の家族や地域住民、および連携が必

要な医療機関をはじめとする関係機関からの相談や連絡を含むものであり、保健

相談所では相談対象者毎にこれらの相談内容や対応経過を時系列的に整理・記録

して管理しているものである。 

ウ 本件公文書も上記イに記載のとおり、異議申立人の成年の子を相談対象者とし
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て作成し、管理しているものである。 

 (3) 条例第 19 条の 2第 1号および第 2号該当性について 

ア 本件異議申立てを審査するに当たり、当審査会は、異議申立人に対して実施機

関の非開示理由説明書に対する意見書の提出依頼および口頭意見陳述の希望の

有無についての照会を行ったが、いずれも異議申立人からは提出および回答がな

かった。 

イ よって、審査会としては、異議申立人の主張について異議申立書に記載された

以上の条例解釈上の具体的な理由までは把握できず、実施機関の主張との争点は

必ずしも明らかではないが、本件公文書の記載内容の全てを日付毎に検分し、

個々に開示・非開示情報該当性について判断した。 

ウ その結果、実施機関が条例第 19 条の 2 第 2 号に該当するとして非開示とした

部分については、その内容を検分しても明らかに請求者以外の個人に関する情報

であり、これを非開示とした判断は適正であることが確認できた。 

エ なお、本件処分においては、条例第 19 条の 2 第 2 号ただし書きの規定に基づ

き、各日付の記事の記録者や対応者としての保健相談所職員の氏名については公

務遂行に係る公務員の情報として非開示情報からは除外されており、この点適正

に開示されていることも確認できた。 

オ つぎに、実施機関が条例第 19 条の 2 第 1 号に該当するとして非開示とした部

分であるが、当審査会において実際に該当部分の記載内容を検分したところ、こ

れを開示することは異議申立人にとって精神的な負担となり、ひいては今後の支

援や治療への悪影響につながるなど、健康な生活を害するおそれがあると実施機

関が判断して非開示としたことは適正であったと考える。 

 (4) 本件公文書の管理について 

ア 異議申立人は、本件公文書が本件開示請求の後に作成された疑いがあり、実施

機関の個人情報の管理体制には問題がある旨主張しているが、その根拠は明らか

にしていない。 

イ この点、実施機関は明確に否定しており、当審査会が本件公文書を実際に検分

しても、不正な事務処理が行われたような形跡は確認できず、異議申立人の主張

を直ちに認めることはできない。自己情報の開示・非開示の適否に係る審査とい

う面で見れば、この文書管理の問題が上記５(3)に述べた当審査会の判断に影響

するものではない。 
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 (5) 以上のとおりであるので、当審査会は、実施機関が行った本件処分は取り消す必

要はないものと判断する。 

６ 審査会の処理経過 

  本件異議申立てに関する当審査会の主な処理経過は、別紙のとおりである。 

                                   以 上 
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【別紙】 

審 査 年 月 日 処 理 経 過 

平成２３年１１月３０日 ・異議申立書の受理 

１２月 ８日 ・練馬区長（実施機関）から諮問 

・本件異議申立てについて審査手続開始決定 
     １２月 ８日 

（第６期第 12 回審査会） 
・実施機関へ非開示理由説明書の提出要求 

平成２４年 １月 ６日 ・非開示理由説明書を受理 

        １月１６日 

（第６期第 13 回審査会） 
・非開示理由説明書の審査 

 ２月２３日 

（第６期第 14 回審査会） 
・答申内容の検討 

・答申内容の検討および答申文の作成 
      ３月２２日 

（第６期第 15 回審査会） 
・練馬区長（実施機関）への答申 

 


